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東京都江東区木場１丁目５番１号

藤倉商事株式会社

代表取締役　瀧村　欣也

貸借対照表（令和７年３月３１日現在） （単位：千円）

金       額 金       額

 流　　動　　資　　産 14,518,303  流　　動　　負　　債 11,559,984

現 金 及 び 預 金 12,772 支 払 手 形 88,744

受 取 手 形 4,801,435 買 掛 金 10,780,966

売 掛 金 6,787,854 未 払 金 54,992

商 品 1,134,751 未 払 消 費 税 等 78,072

未 収 入 金 485,429 未 払 法 人 税 等 317,940

そ の 他 1,301,130 未 払 費 用 219,749

貸 倒 引 当 金 △ 5,071 預 り 金 7,047

契 約 負 債 11,705

 固　　定　　資　　産 355,041 そ の 他 765

   有 形 固 定 資 産 44,084

建 物 30,352  固　　定　　負　　債 48,953

構 築 物 2,772 長 期 預 り 保 証 金 48,953

機 械 装 置 1,646

車 両 運 搬 具 0 11,608,937

工 具 器 具 備 品 9,313

 株　　主　　資　　本 3,264,407

   無 形 固 定 資 産 7,461    資　　本　　金 301,000

ソ フ ト ウ エ ア 1,131    資　本　剰　余　金 160,539

電 話 加 入 権 6,330 資 本 準 備 金 115,539

そ の 他 資 本 剰 余 金 45,000

   投資その他の資産 303,495    利　益　剰　余　金 2,802,868

投 資 有 価 証 券 1,000 利 益 準 備 金 31,000

長 期 前 払 費 用 8,204 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,771,868

前 払 年 金 費 用 2,248 繰 越 利 益 剰 余 金 2,771,868

関 係 会 社 出 資 金 40,500 ( う ち 当 期 純 利 益 ) (1,172,462)

繰 延 税 金 資 産 91,218

そ の 他 167,040

貸 倒 引 当 金 △ 6,717 3,264,407

14,873,345 14,873,345

負     債     の     部

純　資　産　合　計

負    債    合    計

資    産    合    計 負 債 純 資 産 合 計

純　　資　　産　　の　　部

 第　100　期　決　算　公　告

資      産      の      部

科         目 科         目
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

関係会社出資金      移動平均法による原価法 

その他有価証券     時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

 

   ② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品     移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の 

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

（2）固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産   定額法 

無形固定資産   定額法 

 自社利用ソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（5 年）に基づく定額法を採用しております。 

  

（3）引当金の計上基準 

貸倒引当金      金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しおります。 

退職給付引当金     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末における

発生見込額を計上しております。退職給付引当金及び退

職給付費用の計算については、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を適用しております。 

（4）消費税等の会計処理    税抜方式を採用しております。 
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（5）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差 

額は損益として処理しております。 

 

（6）グループ通算制度の適用   グループ通算制度を適用しております。 

 

2.貸借対照表に関する注記 

（1） 有形固定資産の減価償却累計額       147,976 千円 

（2） 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 1,385,378 千円 

短期金銭債務 3,994,412 千円 

 

3.損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売上高 550,996 千円 

仕入高 9,500,862 千円 

営業外収益 5,304 千円 

営業外費用 907 千円 

 

4.株主資本等変動計算書に関する注記 

(1)   発行済株式の種類及び株式数               （ 単 位 ： 株 ） 

種類 当期首株式数 増加株式数 減少株式数 当期末株式数 

普通株式 1,775,775 － － 1,775,775 

合計 1,775,775 － － 1,775,775 

 

(2)  配当に関する事項 

① 配当金支払額 

 

 

 

 

 

②基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの令

和 7 年 6 月 26 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

を次の通り提案しております。 

議案 
株式の 

種類 

配当金の 

総額（千円） 

1 株あたり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

令和 6 年 6 月 27 日 

定時株主総会 
普通株式 861,002 484.86 

令和 6 年 

3 月 31 日 

令和 6 年 

6 月 28 日 
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5. 1 株あたり情報に関する注記 

(1)  1 株あたり純資産額               1,838 . 30 円 

(2) 1 株あたり当期純利益                660. 25 円 

 

6. 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

議案 
株式の 

種類 
配当の原資 

配当金の 

総額（千円） 

1 株あたり

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

令和 7 年 6 月 26 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 1,055,201 594.22 

令和 7 年 

3 月 31 日 

令和 7 年 

6 月 27 日 


